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要 約 




































































 アンケート調査の結果より、全回答者の約 50％が 18 設問中 1 設問以上について「該当
する」を選択している（図 1(a)）。「多少該当する」も加えた肯定的回答でみると、全回答者















































        （a）該当回答割合                  （b）肯定的回答割合  
 
図１ 「該当する」もしくは「多少該当する」を選択した設問数に対する全回答者の割合  
 
（２） 大きな寄与がみられた設問  























































  4 





























 アンケートでは 18 の設問項目に加えて、自由記述形式にて公的部門に対する要望も聞
いた。主な要望を集約すると、以下の 2 種類に分類される。 
① 主に公的投資の対象や役割に関するもの 
・ 基礎研究や基礎と実用化の狭間にある研究領域に対する投資  
・ 公的機関のハイレベルな評価・計測技術によるバックアップ 
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② 主に公的部門の運営に関するもの 




































































































①  特許実績補償（特許料収入） 
②  発明協会表彰  
③  発明協会以外の社外表彰（学会等） 

















記述形式にて記入してもらった。付録 10.1 に各社の記述回答部分の一覧を、付録 10.2 に
実際に行ったアンケート依頼状とアンケート回答用紙をそれぞれ掲載する。 
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 なお、本アンケート調査を実施する前に、質問票設計に関する先導調査としてある企業の
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３．回答者の属性  
３．１ 業種別回答企業数と回答者数  
 今回アンケートを依頼した企業 50 社のうち 41 社から回答が寄せられ（回答率 82％）、
合計で 324 名の研究者・技術者から回答が得られた。その内訳を表 3、並びに図 1 に示
す。 
上記 41 社の 2001 年度の総研究開発費は約 5.1 兆円であり、同年の我が国全体の総































































































  11 
３．２  回答者の技術専門領域  
各設問項目に回答してもらう際には、回答者の技術専門領域も合わせて尋ねた。具体的
には、以下の PATOLIS 広域分類に準拠した領域の中から、複数個の選択を可能とした上
で回答を得た（累積総数 663）。図 2 にその集計結果を示す。 
 
＜PATOLIS 広域分類に準拠した技術専門領域＞ 
11 農林水産  12 金属  13 無機化学  14 有機化学  15 繊維  21 原動機  22 機械
要素  23 原子力  24 化工機器  25 工作機器  26 運輸  27 建築  28 衛生  29 精密
機械  30 雑貨  31 包装  32 公害防止  33 海洋開発  34 宇宙開発  35 新エネルギ－ 














































３．３ 回答者の選別理由  
 図 3 は、企業の知的財産管理部門による回答者の選出理由の分布を示すものである。回
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３．４ 研究開発投資額と特許出願状況  
 次に、表 2 で示した各業種毎の回答企業における研究開発と特許出願の状況を、研究
開発投資額と特許出願件数の比較をする形で紹介する。各社の研究開発費は公開されて
いる「有価証券報告書」をもとに抽出した。図 4 は、回答企業を業種毎に分けたときの 1 社






本アンケート調査の回答企業 41 社の総研究開発費は約 5.1 兆円、また特許出願総数は
約 10 万件となっている。いずれも、我が国全体の総研究開発費 16.5 兆円、特許出願総数






















表４ 研究開発費１億円あたりの特許出願数  
（図４、表３それぞれ研究開発費（2000 年度）、特許出願数（2001 年）のデータを基に作成） 




（億円） 3462 2806 831 706 456 212
特許出願数 7667 1773 202 4074 1160 932
１億円あたりの
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４．設問別回答結果  
アンケートの各 18 設問に対して、「該当する」「多少該当する」「該当しない」を選択した回






















４．１ 直接的寄与  
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図６ 人的な間接的寄与  
 






























設 問 該当する 多少該当する 該当しない
















10% 20% 30% 40% 50% 60%0%
該当する 多少該当する 該当しない
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図８ データとしての間接的寄与  
 








































設 問 該当する 多少該当する 該当しない
10% 20% 30% 40% 50% 60%0%
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４．６ 該当回答者および肯定的回答者の割合  
 18 設問中該当回答が何問あったかについて、324 名の全回答者をそれぞれ 0 個、1～2
個、3～5 個、6～9 個、10～18 個の 5 つのグループに分類した結果を図 10（a）に示す。こ
れを見ると、約半数の回答者が、なんらかの公的寄与が確実にあったとしていることがわかる。
特に約 1/4 の回答者が 3 項目以上の寄与が存在したとしている。 
次に、肯定的回答（「多少該当する」を含めた場合）のあった設問数と回答者数の関係を
図 10（b）に示す。これを見ると、少なくとも一つの設問に対して肯定的回答を行ったものは
約 8 割存在し、さらに全設問の過半となる 10 項目以上で肯定的回答をした回答者が全体
の約 22％に達している。一方で、18 設問の全てについて寄与は無かったとした回答者は約
2 割にとどまっている。以上のことから、公的部門の諸活動は、大企業の重要発明の約 8 割
に一定の影響を与えており、また、約 5 割については具体的な寄与がある｡特にその半数、
即ち全体の 1/4 程度についてはかなりの寄与（3 設問以上が該当）があるとみることができ
る。 
















（a）該当回答数の区分と回答者の割合     （b）肯定的回答数の区分と回答者の割合  
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その結果を図 11 に示す。 
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４－８ インパクト調査との補完関係について 
１） インパクト実現に対する公的研究開発・支援の寄与  
インパクト調査における 32 事例に対する経済・社会・国民生活へのインパクト実現過程の
詳細な分析の結果、科学技術の進展、インパクト実現に対する公的研究開発・支援の寄与
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５．業種別分析  
５．１ 業種別にみた公的寄与の傾向  
 次に、業種別に各設問項目の寄与を算出した結果を示す。表 3 で示したように、今回のア
ンケート調査では合計 12 の業種から回答が寄せられたが、ここでは統計的有意性の観点
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７） 医薬品（２５名） 
 医薬品の特徴としては、まず、“補助金導入”（設問 1-1）及び“共同研究の実施”（1-2）



































































10% 20% 30% 40% 50% 60%0% 70% 80%
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５．２ 業種別にみた回答者の割合  
次に、18 設問中何問について肯定的回答をしたかによって、回答者をそれぞれ 0 個、1
～2 個、3～5 個、6～9 個、10～18 個の 5 つのグループに分類した結果を、業種別に集計
し図 20 に示す。なお、ここでも回答者を 25 名以上含む業種のみを示すこととする※）。 
図を見ると前節で述べた傾向と同様に、建設における公的寄与が大きく、回答者の約
50％が 10 項目以上の設問において肯定的回答をしている。鉄鋼・非鉄・金属製品は約







































10～18個 6～9個 3～5個 1～2個 0個
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６．PATOLIS 技術領域による分析  
６．１ 技術領域別にみた寄与  








情報処理、42 電子が挙げられる。特に、45 情報処理および 42 電子において“公的機関の
基礎研究が開発の可能性を示してくれた”（設問 3-1）が、高い値となっていることが目に付
く。 
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３） ４２電子（５８名） 
 当領域は電子機器と精密機器の両業種の研究者が、58 名中 40 名を占める。肯定的回
答の割合としては、設問 4-5 以外のどの項目でも平均より高い値となっており、その中でも
“基礎的な研究が可能性を示してくれた”（設問 3-1）の該当回答の割合の高さは、目立つ
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４） ２９精密機械（５１名） 
 当領域は、全体的にここで比較した全 7 領域の中で最も低い割合となった。当領域の 51
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７）１３無機化学（２９名） 
 この領域では一見して高い割合が示されている。全体平均を下回るものは一つも無く、一
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  46 
６．２ PATOLIS 技術領域別にみた回答者の割合  
 次に、業種別分析と同様に、「18 設問中「該当する」もしくは「多少該当する」を（肯定
的回答を）何問選択したかによって、回答者をそれぞれ 0 個、1～2 個、3～5 個、6～9 個、
10～18 個の 5 段階に分類」した結果を、PATOLIS 技術領域別に示す。 
 








































10～18個 6～9個 3～5個 1～2個 0個
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７．公的資金投入への意見、要望  
 以上の設問以外に、公的投資に対する意見や要望を自由記述形式で回答していただい
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８．結 言  
１）  今回の大企業 41 社の重要特許発明者 324 名に対するアンケート調査の結果より、 
公的投資の諸活動が、民間企業の実施する研究開発に対してどの程度貢献している
かが明らかになった。具体的には、18 の設項目中で 1 項目以上を「該当する」と回答し
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１０． 付 録  
１０．１ 記述回答一覧  
以下の質問を記述形式で行ったので回答の一覧表を示す。 































I 社  
＃２ 学会に発表する中で各大学の先生からご指導をいただいたことはある。 
  53 
＃６ 政府の政策としてのフロンガス規制が研究及び発明を加速させた。   
 
























































＃９ 学会の論文（及び PAT）を参考にした程度  
 
６．医薬品  









N 社  
＃７ 公的研究機関による全国レベルの評価研究により、当該技術の有効性が確認され、それによって、当該技術が
全国に普及した。 

















































C 社  
＃４ 医療機器分野、ロボット技術  
＃５ HDD 用の GMR 再生磁気ヘッド材料開発において、当時我々が進めていた研究の課題に対する解決方案のヒ
ントを、講演会や研究会等の機会で大学関係者とのディスカッションの中で得られた場合がある。 
 
D 社  
＃１ (1)直接的寄与；NEDO より、下記の委託研究を受託し、製品開発を目的としたものではなかったが、当該分野
の基盤技術確立に役立った。・太陽光発電のバックアップ電源としての「ハイレート型ニッケル水素電池」の開発












＃６ 無線通信分野において、総務省の「PDMA 通信装置」、「IMT-2000 干渉紙面装置」の調達、大阪大学の「適












E 社  
＃１ 私が開発した「原子間力プローブ内蔵の超高精度３次元測定器」で、国立大修士課程時に XYZ 座量測定技
術の、NTT 研究所の研究発表より原子間力プローブ開発のヒントを得た。残りのヒントは公的機関では無く、当
社で行っていた光ディスクのフォーカスサーボ技術等です。 












F 社  
＃２ 東京都立大学；画像圧縮技術。中央大学工学部；画像認識技術。 
＃５ 公的プロジェクト（NEDO）により調達した装置（RIE；Reactive Ion Ecthing）を用いて、プロジェクト期間中の目
標である高密度多値記録ディスク原盤を作成できたとともに、その後のさらに高密度な光ディスク開発の為の有
用なツールとして活用している。 





＃２ 放電加工機  
東大生研等（電気加工学会にて） 
＃３ 国立天文台のすばる望遠鏡の開発・設計では天文台からの調達が引き金となり、新しい技術が開発された。 















＃３ ITU や ISO での標準化活動への国内活動（委員会等）の支援が間接的に寄与したものと考えられる。 
＃５ 発明後、通産省「大型プロジェクト」による資金面での支援を受けた。化合物半導体高速 LSI の訴求。 
＃６ 1.技術（製品）分野 光触媒技術による環境浄化  







P 社  










R 社  




＃４ ステッパー用光学材料の開発  
＃９ 通産省の補助金を得た、超 LSI 技術研究組合（1976 年）に遡る光ソリグラフィ技術  
 
S 社  








＃２ 製造分野：相変化型光ディスク CD-RW、DVD RW、Blue ｰ ray disc  

















L 社  
＃１ 自動車の走行の為の車外環境の認識技術（レーダー、画像等のセンシング技術とその応用） 
＃７ 国土交通省で実施、公開されている車輌衝突評価結果を参考とし、将来動向を見極めるヒントとした。 
  60 
＃９ 水道法、電安法等の規定が製品設計に反映されている。 
 






V 社  
＃３ 電総研や大学での画像処理アルゴリズムの研究成果が論文などにより公開。問題解決のヒントが得られた。 
＃４ ヒューマノイドロボット研究。（財）製造科学技術センターからの委託研究。 
＃６および＃７ SiN3 と SiC のナノ複合化  
 
W 社  
＃１ 自動車 ITS 分野、日本自動車研究所、国総研、衝突軽減制動システム 
＃４ ナノ粒子合成可能性検討、東北大学多元物質研究所へ研究者を１年間派遣  







＃３ 半導体製品のプロセス用材料  
＃４ 分野：電気、高電圧分野、送配電  
研究機関：国立大学  
技術内容：シリコーンゴムを屋外での高電圧絶縁に使用  
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官学と産との連携によるシステム高度化の指針提示等、種々の観点からの寄与があった。 
＃６ 本発明は FDDI（Fiber Distributed Data Interface)という標準に基づいて、製品化を行ったもので、ANSI






































ＡH 社  
＃１ 塗行紙用印刷適正向上剤、疎水性モノマーとポリアミンの付加重合物について 
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かにすることができた。 
＃９ 分野：半導体薄膜センサ（磁気センサ、ホール素子） 
技術内容：FeSn 高感度ホール素子。厚さ 1Ｍの FeSn の薄膜をホール素子化し、その上、下よりフェライトでサ
ンドイッチした構造（断面）で高感度化をはかる。又、フェライトに接着した FeSn の薄膜に、金ワイヤーを接続で
きる、Cn Ni Au（最上部）の三層の電極が FeSn 薄膜に形成されているホール素子である。 
 
ＡJ 社  
＃２ 海外 (欧米 )での研究開発成果を、国内の国立大学の先生が注目して紹介し、基礎的な研究を開始。これを、
当時の国研も注目し、研究を開始したことにより、企業も注目するようになった。 
＃３ 製品分野：燃料電池用部品  
○研究開発において、大学、産総研の論文や学会発表、NEDO 委託研究の成果報告書を参考にしている。 
○産総研の公開データベース（RIO－DB、Poly Info 等）を利用している。  
 
ＡK 社  
＃１ 大学での界面科学の基礎研究において、非イオン界面活性剤水溶液の添加剤による挙動変化  
＃３ 大学教授の技術アドバイスを受けることにより、開発の方向性の確認・理論的な裏づけ等を行うことで研究の効
率化をはかった。 
＃４ 触媒化学－水素化触媒、酸化触媒  
界面化学－界面活性剤の動的解析  









＃４ ○住宅の音、振動、熱、空気、新エネルギーなどに関する技術開発  







  64 
 
６．医薬品  
O 社  




【2】本薬の薬効精査のために、ヒトのトロンボキサン A2 受容体の cDNA クローンを京都大学医学部の教授より
供与頂いた。 
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＃４ 2-1．公立医大の免疫学教室にて、派遣研究員が修得した技術は、免疫系に作用する薬物の高次活性評価に
大いに役に立っています。 




























＃３ 製品分野：環境配慮建築  
研究機関：（社）日本建築学会、（社）産業管理協会、東大、慶大、早大  









































































＃８ 技術内容  
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＃３ 博士号取得のために金沢大学、東京大学、愛知工大に指導を受けた。具体的には、それぞれ重合シミュレーシ
ョン、ポリマー体積測定、力学的性質理論化について役立った。 
＃５ 製品分野 ： 船舶生産技術  
研究機関 ： 溶接学会、阪大工学部（接合研） 











＃５ 製品分野：導電性分子部材  
（研究機関と技術内容）は次の通り。   















＃１ エンジニアリングプラスチック、NEDO、高弾性率高分子設計  
＃３ 国の研究機関で海水淡水化技術の評価が行われ、当社製品が高く評価された。 
＃５ NEDO の基盤技術研究促進事業に採択を頂き、研究費用の 100%助成頂いた。リスクの高い研究であったの
で、本事業の助成を頂いたことが、研究スタート時の研究推進に非常に有用であった。（製品分野は繊維、企
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業化に目途がつき、近い将来に販売開始の予定）。 
＃６ 製品分野：医薬、止痒剤  
当社が開発したオピオイド κ 受容体作動薬が止痒剤作用を有することを当社独自で発見したが、ほど同時期に





































E 社  















接投資に対する R&D 減税の比率をもう少し高めた方が良いのではないでしょうか。 
＃８ 技術開発そのものに対する公的資金援助よりもむしろ、開発した技術の国際・国内標準化、普及に対する人的・
資金的  リソース配分が公的援助としては望ましい。 
 























＃９ １．我が国の産業競争力を真に強くする分野、テーマへの資金投入  
２．評価制度の公正化  
 







































P 社  














＃８ 製品分野：半導体材料（CMP スラリー開発） 
研究機関：熊本大学工学部  




R 社  




















































L 社  
＃１ 公的機関からの積極的な協業研究の PR と研究しやすい体制づくり 





U 社  
＃３ 公的研究活動の内容が、簡単に検索できるようにしてほしい。 












X 社  
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AL 社  
＃４ 基礎技術関連の研究はともかくとして、応用研究開発の project 期間は現実の企業のスピードと比較して期間









O 社  
＃９ 日本の世界における地位を確固たるものにするために、明確な国家戦略に基いた産官学に渡る研究活動の推





Q 社  









































































































  81 




































  82 




























期日は、ご多忙中恐縮ですが、2005 年 1 月 31 日とさせて頂きます。 
 
返送先：〒100-0005 東京都千代田区丸の内 2-5-1 文部科学省  科学技術政策研究所  
科学技術動向研究センター 谷村宛    (tanimura@nistep.go.jp) 
  問合先：   同センター 立野宛  (tatsuno@nistep.go.jp/tel:03-3581-0605) 
      
なお、アンケートの集計結果については、ご回答いただいた企業名及び回答者名を公表
することはなく、また、本目的以外には使用いたしません。 









a. 特許実績補償（特許料収入）  
b. 発明協会表彰  
c. 発明協会以外の社外表彰（学会等）  




         
はい。    いいえ。                          
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11 農林水産  12 金属  13 無機化学  14 有機化学  15 繊維  21 原動機  22 機械
要素  23 原子力  24 化工機器  25 工作機器  26 運輸  27 建築  28 衛生  29 精密
機械  30 雑貨  31 包装  32 公害防止  33 海洋開発  34 宇宙開発  35 新エネルギ－ 








   
以下、回答欄の数字、1:該当する、2:多少該当する、3:該当しない、に○印をご記入下さい。 
                                                                 
1.（直接的寄与） 
1-1)研究開発費として公的資金（委託研究、補助金等）を         
導入した。                                                                  
1-2)公的研究機関と共同研究を行った。                      
1-3)公的研究機関から技術移転を受けた。                     
（特許斡旋等を受けた）。 
1-4)その他（なるべく具体的にご記入下さい。） 









1:該当  2:多少該当 3:該当 
する   する   しない 
1      2       3 
1      2       3 
1      2       3 
1      2       3 
1      2       3 
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3.（技術基盤としての間接的寄与）             
3-1)公的研究機関の基礎的な研究が当該技術において技術
開発の可能性があることを示してくれた。                  
3-2)公的研究機関の研究が当該技術の技術基盤を確立してく
れた。                                                
3-3)公的研究機関の研究が従来経験に基づいていた当該技
術を理論付けしてくれた。                                    
3-4)当該技術を核とする博士号取得過程で教授より指導を受




の妥当性を示してくれた。                    
4-2)公的研究機関の研究によって隘路が明示され、当該技術
の方向付けに役立った。                                
4-3)公的研究機関の研究論文等が当該技術がかかえる問題
の解決法（トラブル・シューティング）のヒントを与えてくれた。 



















1:該当  2:多少該当 3:該当 
する   する   しない 
1      2       3 
1      2       3 
1     2       3 
1      2       3 
1      2       3 
1      2       3 
1      2       3 
1      2       3 
1      2       3 
1      2       3 
1      2       3 
1      2       3 
1      2       3 
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電子 通信 計測 情報処理材料 金属 精密機械 公害防止







































































































  91 












石油・ゴム                                食品  





















      繊維  





















































































































































情報・通信                   繊維  
 
 























































































〒100-0005 東京都千代田区丸の内二丁目５番１号 文部科学省ビル５階 
ＴＥＬ：０３－３５８１－０６０５  ＦＡＸ：０３－３５０３－３９９６ 
e-mail:ｓｔｆｃ＠ｎｉｓｔｅｐ．ｇｏ．ｊｐ 
本報告書の複製、転載、引用を行うには、科学技術政策研究所の承認手続きが必要です。 
